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「使いやすく頼りになる、
それゆえに多くの方に乗り合って
『おでかけ』していただける移動手段」は
人もインフラも超高齢化する
今後の日本を支えるとても重要なもの。
それを何とかしようとする人たちは
重要なミッションを背負っている。
その尊い行動を後押しできるよう、
私は戦い続けます︕
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100年に一度の「モビリティ革命」
新モビリティの登場、モビリティシステム・サービスの進歩

CASE

※出典︓トヨタHP・日産HP・e-share石垣HPなど

Electrification

Automated

Shared

Connected

これによって、世の中は勝手に
移動が便利になっていくのだろうか？

否︕
能天気︕
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CASE︓
“Connected”  “Autonomous”  “Shared”  “Electric”

現在（motorization）：「個別」「自在」「所有」「内燃」

将来： 「つながる」「自動」「共有」「電動」

→ いずれも、今のマイカーの利点を損なうこと
しかしこのままだと移動が（ICTに負けて）減り、旅客交通機関が衰退

 CASEによってクルマがスリッパやパレットのようになり、運転・移
動の煩わしさや危険から解放され、低コストにもなる

 移動の多くは単独なので、自転車や超小型モビリティ・マイクロモビ
リティ等のシェアシステムも普及するかもしれない

 逆に、効率を高めるための大量輸送機関（鉄軌道など）も再評価

→それらを乗り継いで使えるようにするため、統合モビリティサ
ービスの検索・予約・配車・決済プラットフォームとしての
MaaS（Mobility as a Service）が重要

CASEによって公共交通+自家用車→共有交通︖
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ところが、
今の「新しい技術・サービス」は役に立たない
• オンデマンド交通
 空車運行はなくなるが空車回送はなくならない
 AIが乗り合わせをつくってくれるが、たくさんの利用があってこそ。そ
うでない地方部では「税金補填で値引きしたタクシー」に過ぎない。費用
削減にならないどころか、運転士不足で多客時に対応できない

• ライドシェア（白タク）
 自家用車に頼ることでは運送の安定性・安全性を担保できない
 多客時には運賃を上げることで供給を増やす対応の妥当性に疑問

• MaaS
 交通網が便利であってこそ効果が大きい。地方部など不便な地域では
導入してもあまりメリットが出ない

 狭い地域や単一企業グループのみで利用できるものでは意味がない

• 自動運転
 利用者にとっては、人でもAIでも同じこと（自分が運転しないので）
 現状ではバカ高い上に下手クソで役に立たない。将来に期待

要するに、現場に適合しないシーズの押し付け
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「地域公共交通」とは︖
地域交通法（地域公共交通の活性化及び再生に関する法律）
(2007施行、2014大きな改正
地域公共交通（２条１）
地域住民の日常生活若しくは社会生活における移動又は
観光旅客その他の当該地域を来訪する者の移動
のための交通手段として利用される公共交通機関

公共交通事業者（２条２）
イ 鉄道事業者 （鉄道事業法）

ロ 軌道経営者 （軌道法）

ハ 一般乗合旅客自動車運送事業者
一般乗用旅客自動車運送事業者
自家用有償旅客運送者＜対象旅客を特定しない＞ （道路運送法）

ニ （略）
ホ 一般旅客定期航路事業等を営む者 （海上運送法）

ヘ （略）

これを
「おでかけ」
と呼ぶ

、2020大きな改正)
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地域公共交通に関してよく見受けられるご意見

1. 高齢者などを対象とした福祉施策である

2. 超高齢化によって利用したい人が増えてくる

3. 国や交通事業者がまず主体的に取り組むべきである

4. 必要性は運賃採算性（収支率・営業係数）で判断すべき

5. (オン)デマンド交通、ライドシェアやMaaS、自動運転を導入
すれば改善できる

6. 交通事業者よりボランティアを活用した方が安上がりでよい

7. 乗用車の自動運転が普及すれば不要となる

8. 鉄道廃止は絶対に許されない

9. 地域の要望をしっかり取り入れることが不可欠である

すべて間違い！
この程度の認識だから、トンチンカンな施策が横行
地域公共交通の必要性について「再構築」すべき

名古屋大学 加藤博和 2023/06/08 6



岐阜県白川町・東白川村
（白川郷<白川村>ではない）
 人口1万人弱、5年人口減少率
11%、高齢化率4６%

 山間地域。お茶とヒノキで有名

• ４つの谷を１日数便のバス（民営）が
JR白川口駅まで走り、主な集落で通
院通学・来訪可能（町村補助で維持）

• しかし、運転手が定員の半分しか確保
できなくなり、2016年４月から大減
便、休日全休。タクシーもゼロに

• ２つの谷で高校通学不可能に
• 町内唯一の高校も2007年閉校
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地域公共交通がない＝消滅決定地域
• 通常、地方部では18歳で人口流出するが、自力で高校通学
ができない地域は15歳で流出する(そして滅びる)

• さらに、家族ごと転出することも多い（住民票を移さず都市
部に住む例も目立つ）

• いったん転出すれば戻ってこない。そして、都会から移住し
たい人もなかなか来てくれない（家がない、仕事がない、子
どもと一緒にいる時間を長くしたいから移住しても15歳ま
でなら本末転倒）

→ 子どもが自由に動けることは、実は地域存続のた
めにすごく大事なこと

→ そしてさらに、高齢者や来訪者にとっても必要

（公共交通コアターゲット「３Ｋ」をサポート：

子ども<高校生>・高齢者・観光客）
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2015年9月に国連で採択された「持続可能な開発のための
2030アジェンダ」に記載された、2030年を期限とする持続可
能な社会をつくるための国際的な取り組み目標

名古屋大学 加藤博和 2023/06/08 9



• 持続可能な社会であるために
は「このくらいやれてないと
ダメ」という水準（全部できな
いといけない。好きなこと・得
意なことだけではダメ）

• それが17分類、
• その下に169項目ある

169のうちの1つ
「11.2」(まちづくりの2)
2030年までに、脆弱な立
場にある人々、女性、子供、
障害者及び高齢者のニーズ
に特に配慮し、公共交通機
関の拡大などを通じた交通
の安全性改善により、全て
の人々に、安全かつ安価で
容易に利用できる、持続可
能な輸送システムへのアク
セスを提供する。

SDGsに取り組んでいる自治体
なら、当然、この項目もしっかり
確認して、達成のための施策を
実施していますよね！
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おでかけが不自由な「子どもたち」
ある過疎地域で・・・
「夏休みに」「小中学生の」路線バス運賃を1乗車50円
均一にした（通常運賃は数百円）。その結果、一番多かっ
た利用目的は何か？

「コンビニに行く」
こういう「自由に動きたい」という子どもの思いに、限り
ある化石燃料を使いCO2を出して車を乗り回して好き
勝手に動いている大人たちが鈍感では、子どもたちは
どんどん故郷を後にしてしまうのではないでしょうか？
→ 「消滅可能性」ではなく「消滅決定」（持続不可能）
→ なお、この状況は、いなかだけでなく、
都市部の住宅団地も同じですよね
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そもそもコロナ禍前から若者は「おでかけ」を減らし、
一方で高齢者は増やしていた

• 若者：外出しなくてもIT利用
や配送でいろんなものが得
られる
→ 交通はどんどん見放さ
れる。クルマよりスマホ

→ どうやって外に引っ張り
出すか？

• 高齢者：外出したいけど運
転は怖いし公共交通は不便
で使えない
→ どうやって安全・安心に
動いてもらうか？
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岐阜県白川町・東白川村
「おでかけ」システム
2018年10月1日スタート
• 路線バス事業者
• タクシー事業者
• 住民ボランティア
がタッグを組んで、高校通学・高齢
者移動をカバー

白川・東白川地域公共
交通網形成計画（２０１
８年８月策定）に基づく
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予約制バス
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JR白川口駅前の平日朝７時少し前の様子
左：2017年 右：2022年
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JR白川口駅前の平日朝７時少し前の様子
左：2017年 右：2022年

移動自己責任社会
おでかけ

ウェルカム社会

• 高校生が自力で通学でき
ない

• 家族が送迎しなければい
けない

• 高齢者も病院しか行けな
い
→とても住んでいられない

• 高校生は自力で通学でき
、帰宅時は17・18・19時
台から選べる、スマホで

• 家族は送迎不要となり、別
のことをできるように

• 高齢者もスーパーなどに
行きやすく
→気兼ねなく住める環境に

これが本当のモビリティ革命では︖

地方では、その中心にJR線がある
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中日新聞
• 白川・東白川では、民間
病院が通院バスを走ら
せていた（病院が自治体
の交通施策を信じてい
なかった）

• そのため、高齢者の移動
手段への不満は少なか
った

• しかし通院バスでは買い
物に寄れないし、路線バ
スと重複して非効率。運
転士も足りない

• そこで、町と病院で交渉
を重ね、統合決定（
2021年10月、2022
年10月の２段階）

大きな目的が共有され、
方法論が納得されれば、
壁は取り払える
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白川・東白川地域公共交通
活性化協議会
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中部運輸局リーフレット「活発で良い議論ができる会議のために。」
https://wwwtb.mlit.go.jp/chubu/min_pro/transport/pdf/houkoku27/leaflet.pdf

「公開」であることが大事
密室だけでいいものはできない
「公開」であることが大事

密室だけでいいものはできない

地域公共交通会議は「ステークホルダー会議」
役所が意見を聞くところではなく、立場の違う関係者が
「熟議(Deliberation)」して新しいことを生み出す場
諮問機関でなく「ワークショップ」「計画推進本部」
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地域交通法（地域公共交通の活性化及び再生に関する法律）の大枠

地域公共交通計画
（2020年名称変更）

地域公共交通計画
（2020年名称変更）

法定協議会法定協議会

地域公共交通利便増進計画地域公共交通利便増進計画

 もともと協議会は自治体が設置でき、計画策定もできる
 国がその実施を助ける
(逆に、計画がないと助けない。いわば、計画は請求書)
いままではコミュニティバス・オンデマンド交通ばかり
考えていたが、これからは鉄道・タクシーも含めた
地域公共交通全体をしっかり議論することが必要

名古屋大学 加藤博和 2023/06/08 20



地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に関する
努力義務（地域交通法４条 2007年施行、2020年改正）

1. 国：情報の収集・整理・分析・提供、助言その他の援助
、研究開発の推進、人材の養成・資質向上

2. 都道府県：市町村の区域を超えた広域的な見地から
、必要な助言その他の援助を行う。必要があると認
めるときは、市町村と密接な連携を図りつつ主体的
に地域公共交通の活性化及び再生に取り組む

3. 市町村：関係者と相互に密接な連携を図りつつ主体
的に地域公共交通の活性化及び再生に取り組む

4. 公共交通事業者等：旅客運送サービスの質の向上、
地域公共交通の利用を容易にするための情報提供・
充実 （※質の向上とは「定時性の確保」「速達性の向上」「快適性の確

保」のこと＜活性化再生法施行規則3条＞）

、助言その他の援助

地域が主体的にならないと、改善できず、自覚や行動も緩慢
事業者が情報提供し、前向きの案を示さないとラチがあかない
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地域公共交通はなぜ必要でしょうか︖
• クルマがあれば地域公共交通はいらない？
• クルマを運転できなくても、だれかに乗せてもらえればいい？
• モノが来てくれればいい？（通販、移動販売車など）
• ITを使えばいい？（SOHO、テレビ会議、チャットなど）

「おでかけしなくても済む」のはいいけど、

「おでかけが自由にできない」（人に気兼ねしないといけない）
というのは健全か？

「いざというとき使える」「つながっている」という”安心“

コロナ禍でそのことを実感しませんでしたか？

そして、クルマがなくても「おでかけ」できること
それが、地域公共交通の基本的な存在意義

地域の
インフラ！
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ところが、自称「地域公共交通」の大半は・・・
2つの「バイ」
ショーバイ（商売）
 「採算性」が大事
→ タクシー事業は典型
→ 事業者路線（鉄道含む）の多くはこれ

アリバイ
 「あること」が大事
→ （オン）デマンド交通は典型
→ 自治体路線（コミュニティバス）の多くはこれ

本当の「地域公共交通」＝「地域や利用者にありがたがって
いただける“開かれた”公共交通」はどうすればつくり出せるか？
→ 「事業者主導で自治体が補助する路線バス」でも、「自治体主導

で事業者が受託運行するコミバス」でもない、対等の立場で
いっしょになって走らせる路線（パートナーシップ、協働）

→ それぞれバラバラではなく、一体的に使え、乗り継いで行ける
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小豆島（土庄町・小豆島町）のバス路線
運行︓小豆島オリーブバス

2010年、経営破綻した事業者から路線を譲受。地元出資のバス会社

• 自治体と協力し、2016年に路線を大幅見直し。同年の総合病院
統合、翌年の高校統合に合わせ、全島から通院・通学可能に

• 大人片道運賃を上限300円に（以前の最高運賃は1,180円）。全
線乗り放題のフリーパスは大人1日券1,000円・２日券1,500円
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※小豆島中央病院

「小豆島地域公共交通網形成計画」（2016～21年度）
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前回法改正直前（２０２０年10月末）：６００件
今年2月末：776件

全国で835件
(/1741市区町村）

地域公共交通計画<旧法の地域公共交通網形成計画含む>
策定状況（2023年3月末現在）

なお、この中に、鉄道存続が危惧される
自治体が多数入っているが、ほとんどが
鉄道について考慮していない計画

（自治体も鉄道事業者も
事なかれ主義または不勉強だったから）
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地域公共交通計画っていつつくるの︖ 今でしょ︕

• 地域公共交通政策の「憲法」
– 本気で取り組むなら当然つくらないといけないもの
– つくらないで、場当たり的でない地域公共交通政策ができ
るのか？

– 住民・利用者や首長・議員・他部局に(そして永田町・霞ヶ関
の皆様に)公共交通の必要性を訴えられるのか？

• 何を書くのか？
– なぜ地域公共交通が必要か？（目的）
– それを実現するために、公共交通網をどうつくりかえ、どう
魅せていくか？（適材適所）

– そのためにだれが何をやるか？（一所懸命、組織化）
– 計画の進行をどう確認し見直すか？（カイゼン）
– 担当者の「遺言」（政策の継続性）
※できる限り短く！ 現状調査結果は、本文には概要だけ
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「いまは公共交通に乗らないけど、将来クルマが
運転できなくなったら利用したい」と思いますか︖

 まだ元気な今でさえ、公共交通よりクルマの方が楽で便利で使い
やすいから使っている
– クルマはカーナビ・オートマ・パワステ・衝突軽減ブレーキで半自動
– 公共交通は調べないと乗りこなせないし、けっこう歩かないといけない

 そんな方が、クルマが運転できなくなった時に、公共交通を利用で
きるのか？
– バス停まで歩けるか？ ダイヤを調べられるか？ 電話予約できるか？

→クルマが運転できなくなった時に公共交通が利用できるはずがな
い。つまり、その時が自由に外出できなくなる時
– 公共交通を使う人は、クルマを使う人より元気！
– クルマに乗れるうちに公共交通も乗るようにしておくことが必要
– 大の大人でも乗り方を知らない人が多い。まず、公共交通乗車訓練と乗
り方教室が必要。その次は・・・

結論：ありえない！
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平成28年度国民健康・栄養調査

田舎ほど運動せず不健康・・クルマ依存だから

健
康
を
害
す
る

可
能
性
高
い

クルマに頼らない

• クルマ依存の高い人
＝健康寿命が短い
→自分自身が不本意
（ＰＰＫにならない）

• 健康保険・介護保険
の負担も大きくなる
→社会(特に若年層)
にとって不本意
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地域公共交通の公的維持スキームは
「健康（健幸）保険」のしくみと同じ

 公共交通維持のために、例えば年間数千万円規模の欠損補助が必要で、そ
れを税金で支払うとする（つまり乗らない人も負担）
（人口数万人の自治体なら、住民1人あたり年間数千円、月間数百円、1日
数～数十円） →保険料（バスではこれに国支援＜特別交付税＞原則8割）

 そのかわり、公共交通を安い運賃で利用できる
（例えばワンコイン<100円>など） →自己負担

つまり、「1日たった数～数十円で、
あなたの「おでかけ」をがっちり保障！」

保険料と自己負担の割合をどの程度にすべきか？
これだけの負担をして公共交通を運行する意味があるのか？
→ 公共交通政策とは、「保険料や自己負担を納得して払っていただける
サービス」をつくり、それをうまく「案内」「PR」し、意識共有を進めること

→ 「おでかけ」サービス水準と負担のあり方を「地域」で決める

「公共交通は赤字」は世界の常識（東京・大阪が異常）
地域の基盤として必要だから地域で支えるのが当然

エレベータ・エスカレータと何が違うか？
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本質的に大事なのは、波及効果の大きさ（社会的必要
性<便益>）と、かかる費用の妥当性を吟味すること

• これらを正面から評価す
ることを避けている限り、
受益者からお金を払って
はもらえない（税投入でき
ない）

• 「貨幣価値換算」にこだわ
る必要はない

• ただし、これら間接価値は
おおむね利用者数に比例
する傾向

• 結局、「多くの利用がある
ことが大事」（利用者数民
主主義）

運賃（直接的な便益の代償）だけでは赤字だけど
社会的に必要な理由。そのために公的補助を投入する理由
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地域公共交通サービスの「品揃え」とは
「おでかけ」のレパートリーと品質
〇おでかけ品質＝「乗って楽しい」×「降りても楽しい」

乗って楽しい ：交通手段自体に魅力がある

降りても楽しい：必要なところや行きたいところに行
ける

 おでかけ品質が高いと交通需要量も大きく、乗合が
起きて移動が割安、省エネ・低炭素（集積の経済）

〇おでかけレパートリー（repertory）

高品質なおでかけがどれだけ多く提供できるか

 そういう地域はQOLが高くなり、にぎやかになる
だから、レパートリーが豊富なところは鉄道が機能する

地方はレパートリーが貧弱だから「おでかけ」する気が起きない

地域を楽しく
する仕事！
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おでかけレパートリーを
地域のみんなでつくる

あなたの地域では
行きたいのは病院だけ
ということはないですか？

名古屋大学 加藤博和 2023/06/08 33



事業主体：アイシン
運行主体：名鉄交通第三株式会社（タ
クシー事業者）、1乗車200円

配車システムを開発・導入し
効率的な乗り合わせを実現

協賛企業・医院等への送迎を
行い、運賃と協賛金を得る

乗客どうし、乗客と行先、ニーズ(地域)とシーズ(運行事業者)のマッチングを同時実現
「チョイソコとよあけ」

2019年3月25日運行開始 https://www.choisoko.jp/
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負担・支援
方法は様々

人
Man
人
Man

金
Money
金

Money

地域公共交通
システム

地域公共交通
システム 心

Mind
心
Mind口

Mouth
口

Mouth

市町村市町村

交通事業者交通事業者

沿線企業等沿線企業等

地域住民地域住民
利用者利用者

「一所懸命」みんなでつくり守り育てる︓まさに共創
•みんな対等

•言いっぱなしにしない
•できることをやる
→ 信頼関係

これこそが、ホンモノの
コミュニティ交通を生み出す

日本の津々浦々にこの
マインドを浸透させたい

「一所」＝運命共同体
地域に必要な公共交通は
地域で守り育てる時代に
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「一所懸命」の前提条件
～「新しい公共」言うだけなら簡単ですが、待っていてもできません～

①公共交通を必要とする
地域住民の願いや活動

②理解し下支えする自治体
③協力的であり、あわよくば
新しいビジネスにしようと
する交通事業者
→だけでは言葉が全然通じない
④インタプリター(翻訳)
→言葉が通じるようになれば
コーディネーター(調整)へ

※ 行政：やっかい払いではない。お金で解決できないだけ面倒

意識共有できる人たちが集まり、行動できる場の必要性
それがないとキーパーソンも活躍できない

意識共有できる人たちが集まり、行動できる場の必要性
それがないとキーパーソンも活躍できない
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【主宰者】
市区町村（複数市区町村共同、都道府県も可）

【構成員】
市区町村、住民代表、利用者代表、都道府県、地方運輸局（又は支局）、

旅客自動車運送事業者（又はその団体）、一般乗合旅客自動車運送事業に
係る労働組合の代表者、道路管理者、都道府県警察、学識経験者 等

（地域の実情に応じて）
（※事案によって構成員を変更して分科会形式とすることも可）

【目 的】
・地域のニーズに即した乗合運送サービスの運行形態（市町村運営バス
の必要性を含む）、サービス水準、運賃等について協議。必要に応じ
て、例えば地域の交通計画を策定

・輸送の安全、旅客の利便の確保方策等を説明（地方運輸局において審査）

地域公共交通会議

○輸送の安全・利便の確保
・一定の講習の修了（運転者）
・運行管理体制、事故処理体制
・運送の対価の掲示義務 等

○事後チェック
・事業改善命令、行政処分 等

79条（旧80条）に基づく
自家用自動車による

有償運送（市町村運営バス）
＜登録（更新制）＞

○運賃認可の届出化

○道路管理者・警察への意見照会の簡便化

○標準処理機関の短縮
・路線変更認可の迅速化 等

新4条に基づく乗合事業者による運送
（旧21条コミバス等含む）

＜事業認可又は事業計画変更認可＞

事業者へ委託する
こととなった場合

事業者によること
が困難な場合

更
新
・変
更

2006年改正道路運送法でできたステークホルダー会議
「地域公共交通会議」・・・まさに一所懸命の場

「市町村の公共交通を
市町村が自ら決める」
ための場（特区）

• 地域として必要な路線（乗合
バスのみ）の変更を自ら協
議し認定することで、各種許
可が簡略化・弾力化（運賃・
路線・車両など）

• 通常の乗合事業ではできな
い「オンデマンド運行（区域
運行・路線不定期運行）」「タ
クシー車両利用」も可能に

• しかし一番大切なのは・・・
「一般乗合路線なら何でも認定
できる」こと（法的に一般路線
とコミバスで何ら差はない）

地域のステークホルダーで話し合っ
て決めることを、国が「おまけ」をつ
けることで促進するしくみ
→これが鉄道など他モードに拡大
されたのが地域交通法の協議会
→しかし、うまく使いこなしている
地域はまだまだ少ない（使いこなせ
ばいろいろできるのに）

関係者が集結
：一所懸命
関係者が集結
：一所懸命
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合併せずとも、公共交通は域内一体で考える。いや、考えなければならない
南信州地域交通問題協議会

（長野県南信州地域<飯田市と下伊那郡13町村、定住自立圏>）
08年1月 民営バス事業者が10年3月末の一般路線総撤退意向を表明
08年3月 15市町村（当時）で法定協議会設立（各市町村地域公共交通会議も存続）
09年3月 「南信州地域公共交通総合連携計画」策定
14年3月 第二次連携計画へ改定
16年3月 地域公共交通網形成計画へ改定
21年6月 地域公共交通計画へ改定

地域内広域バス・各市町村営バスの共通ルールを確立
ネットワーク
– 広域が確保する幹線（JR飯田線含む）・
准幹線と市町村が確保する支線
（オンデマンド含む）で階層的に
カバー。接続ダイヤ確保

品質保証
– 飯田市への通学・通院・買
物移動を地域全域で確保

– 小村をサポートし補助金確保
ブランディング
– 総合時刻表、路線番号付与
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Photo   rosenzu.com

地区交通（地域内フィーダー）
地域バス
旭地域バス

07.10.1運行開始

交流交通（地域間幹線）
基幹バス「とよたおいでんバス」
旭・豊田線、稲武・足助線
07.11.1運行開始

•市中心部から旧町村役場
までの足を確保
•運賃・車両・便数は統一
（高校生が通学・部活可能、
最終は21時台）
•各地域バスの拠点を形成
（旧役場でP&Rも）

•各地域（旧町村内など）の
足を確保
•地域が主体となった企画・
運営が、供給の大前提
•サービスレベル（基本コン
テンツ）・運賃は各地域で決
定し、適宜見直し

基幹路線はインフラととらえ、市は責任もって品質保証する！
地域路線は地域が「つくり」「守り」「育て」、市は後方支援する！

豊田市の幹線・フィーダーバス体系
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「メリハリ」と「結節」が肝要
幹線・支線の分化と階層ネットワークで効率化
幹線：「軸」

流れをつくり出す

• 定時性／速達性
• 大きな輸送力
• 駅・停留所の拠点性

↓
鉄軌道、LRT、
BRT、幹線バス

支線：「面」
全体をカバーする

• 時間・経路の柔軟性
• 少量多頻度
• 簡潔性・連結性の両立

↓
支線バス、オンデマンド
交通、タクシー、

シェアモビリティツール
• 幹線を担えるサービスレベルが確保できるか

特にローカル鉄道
• 幹線と支線を結び付けるための結節点（拠点）整備

ダイヤ・運賃・案内のシームレス化名古屋大学 加藤博和 2023/06/08 40



公共交通がいろいろあるのは「レパートリー」でなく
「バラバラ」なだけ。一体化が必要 三重県菰野(こもの)町

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

バ
ス

一
般
・高
速

路
線
バ
ス

<

三
重
交
通>

ロ
ー
プ
ウ
ェ
イ

<

御
在
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ロ
ー
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ウ
エ
イ>

タ
ク
シ
ー

<

尾
高>

鉄
道

<

近
畿
日
本
鉄
道>

オ
ン
デ
マ
ン
ド

乗
合
交
通

•鉄道は軸のみ。路線バスは衰退続く
•コミュニティバスは多くの地域をカバーするために、本数少なく
回り道多い。どれに乗ればいいかわかりづらい
•タクシーも足りておらず、朝は前日までに予約しないと使えない
→ 大まかにはバス（路線、コミュニティ）で、細かなところはオン
デマンド乗合交通（のりあいタクシー）でカバー<適材適所>

→ 互いにうまく乗り継げるようにMaaSを導入＜組織化＞
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• 複数の公共交通から手元の情報端末を用いて自動的に利用
可能な手段・経路をリアルタイムで提示し、必要に応じて配車
してくれ、決済もできるシステム（サブスクは好相性）
→ まるでカーナビと同じように公共交通を使っていける
しくみ ・・・ これが狭義のMaaS (Mobility as a Service)

統合型検索予約配車決済システム
「乗換検索」「オンデマンド交通予約」「タクシーアプリ」「キャッシュレス決済」の融合

導入のメリット
慣れていない人でも分かりやすく使いやすい
需要に応じた運行を実現
相乗り・混載による効率化（AI運行で最適解)
予約・決済が省力化（利用者も運営者も）
データが蓄積される

ただし、「乗換検索」「タクシー・オンデマンド交通
予約」「キャッシュレス決済」はそれぞれ、すでに
スマホでできるので、ローカルなものは無意味

名古屋大学 加藤博和 2023/06/08 42



MaaSは「公共交通網形成」（シーズ）を
「旅客運送サービス」（ニーズ）に変換する

：モビリティ（移動<おでかけ>しやすさ）

：としての

：1つの

：サービス

Mobility

as

a

Service
「バラバラ」を「1つのサービス」に。でも、あくまで手段

名古屋大学 加藤博和 2023/06/08 43



MaaSの新解釈、いや、真解釈︕

：もっと

：あなたらしく

：あんしんして

：せいかつできるために

M

a

a

S
これこそ地域公共交通のアウトカム
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乗継だけなら、シンプルなほうがいい
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高山市「虹流館(こうりゅうかん)くぐの」
久々野支所ほか複合公共施設

乗継拠点にはいまどき
このくらいの設備は必要

WiFi、電源、テーブル、明るく外からよく見える
座る場もなく立たせているようでは論外
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豊橋鉄道
三河田原駅
駅が
「たまり場」
終バスは
2125発
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「小さな拠点」と地域公共交通はセット
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三重県菰野町
コミュニティバス「かもしか号」

• 車内はフリーWi-Fi利用
可能。USBコンセントあり

• デザインは三重県立菰野
高等学校の生徒が制作
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「乗る乗る詐欺」を防ぐために
「需要」と「ニーズ」の把握が重要

需要：顕在化しているもの（実際行っているor行いたい）

→ アンケートが有効＜ただし地方だとこれは極めて少ない＞

ニーズ：潜在的なもの（気づいていない、だから不要、ではない）

→ 膝詰め（グループインタビューやワークショップ）

が有効＜利用が少ないところは特に＞
調査手順
1. まず現状の移動状況や気持ちをはき出してもらう
2. 情報を提供し、考え、気づいてもらう
3. 関係者で、どうすべきか、何ができるか話し合う
4. 考えをまとめなおしてもらう
→ ニーズとその充足方法が見いだされる

いずれにせよトップダウンやコンサル丸投げではダメ

※往々にして、地域の今後をどうしていくかのヒントもある
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おでかけ環境の「調整」 「組織化」
「補助」「コミバス・デマンド」「ボランティア任せ」でない、自治体の主体的役割

•交通ネットワークの維持発展
‒結節点整備（停留所、ターミナル、駅広、P&R・K&R）
‒共通運賃・共通案内等のソフト的シームレス化
‒事業者間の調整・連携の模索（新たな交通秩序の確立）

•交通ネットワークの維持発展
‒結節点整備（停留所、ターミナル、駅広、P&R・K&R）
‒共通運賃・共通案内等のソフト的シームレス化
‒事業者間の調整・連携の模索（新たな交通秩序の確立）

•各交通システムのサポート
‒ 「適材適所」となる運行手段のコンサルティング
‒ 「戦略」に適合する交通機関の公認・広報・案内
‒ 「担い手」となる事業者・NPO・住民組織の側面支援

•各交通システムのサポート
‒ 「適材適所」となる運行手段のコンサルティング
‒ 「戦略」に適合する交通機関の公認・広報・案内
‒ 「担い手」となる事業者・NPO・住民組織の側面支援

•｢おでかけ｣確保戦略の確立
‒ 「地域の一体感」「住民のQOL向上」「訪問者の利便性確保」のためのネット
ワークづくり
‒ 「移動制約者対応」の必要水準と方法の基準づくり（いわゆる福祉交通）
‒ 「担い手」は問わない（いい担い手が出てくるしくみこそ戦略）

•｢おでかけ｣確保戦略の確立
‒ 「地域の一体感」「住民のQOL向上」「訪問者の利便性確保」のためのネット
ワークづくり
‒ 「移動制約者対応」の必要水準と方法の基準づくり（いわゆる福祉交通）
‒ 「担い手」は問わない（いい担い手が出てくるしくみこそ戦略）

これらを「地域公共交通会議」で決め、
「地域公共交通計画」に書き留め共有する
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のるかそるか、いまが分かれ目
• 2020年１１月：改正地域交通法、独禁法特例法（地域バスの
共同経営＜カルテル＞が可能に）施行

• 2021年5月：第２次交通政策基本計画閣議決定
• 2022年2～7月：ローカル鉄道刷新検討会、地域交通リ・
デザイン検討会

• 2022年10月～23年1月：交通政策審議会地域公共交通
部会＜予算への反映、法改正検討＞

• 2023年2月10日：地域交通法改正案提出→4月21日成
立。10月施行？

基本は、地域で必要なことを精一杯考え、実行する。
そのために国の助けを仰ぐ。時には提案する。

そのため、「地域公共交通計画への位置づけ」が国庫補助の要件に
考え方を180度改めていただきたい︕ でないと、滅びる︕
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11月18日開催

1月17日開催

2023年5月下旬頃 最終とりまとめ
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地域交通法（地域公共交通の活性化および再生に関する法律）5条

２０２０改正前 （地域公共交通網形成計画）

地方公共団体は、基本方針に基づき、国土交通省令で定めるところによ
り、市町村にあっては単独で又は共同して、都道府県にあっては当該都
道府県の区域内の市町村と共同して、当該市町村の区域内について、持
続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再
生を推進するための計画（以下「地域公共交通網形成計画」という。）を
作成することができる。

２０２０改正後 （地域公共交通計画）

地方公共団体は、基本方針に基づき、国土交通省令で定めるところによ
り、市町村にあっては単独で又は共同して、都道府県にあっては当該都
道府県の区域内の市町村と共同して、当該市町村の区域内について、地
域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の
活性化及び再生を推進するための計画（以下「地域公共交通計画」とい
う。）を作成するよう努めなければならない。
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地域交通法（地域公共交通の活性化および再生に関する法律）5条

２０２０改正前 （地域公共交通網形成計画）

地方公共団体は、基本方針に基づき、国土交通省令で定めるところによ
り、市町村にあっては単独で又は共同して、都道府県にあっては当該都
道府県の区域内の市町村と共同して、当該市町村の区域内について、持
続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再
生を推進するための計画（以下「地域公共交通網形成計画」という。）を
作成することができる。

２０２０改正後 （地域公共交通計画）

地方公共団体は、基本方針に基づき、国土交通省令で定めるところによ
り、市町村にあっては単独で又は共同して、都道府県にあっては当該都
道府県の区域内の市町村と共同して、当該市町村の区域内について、地
域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の
活性化及び再生を推進するための計画（以下「地域公共交通計画」とい
う。）を作成するよう努めなければならない。

「権利」から

「努力義務」へ

法律制定（2007年）から13年
自治体にまかせても
どうせやらないからと判断された
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2/10に地域交通法改正案が
国会上程、4/21に成立
10月下旬には施行見込み
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３つの共創
「官民」「交通事業者間」
「他分野」

ローカル鉄道維持改善
での法定協議会活用、
法定計画位置づけ
＜大半の報道がこれし
か扱っていない＞

エリア一括協定による
長期間サービス保証を
国が支援（とりあえず
バス）
公共交通をインフラと
位置づけ公的資金活用

協議運賃を鉄道・タク
シーに拡大
バスとの共通・一体化
も可能
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見直し必要な鉄道線区については
国が再構築協議会を設置することに
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１

はやく何とかしたいなら
今すぐ法定協議会をたてて
やらないかんやろ！
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JR東日本 ローカル線の収支状況
<2021年度> 2022/11/24公表

• 「赤字路線を切る」のでなく、「大
赤字路線をどうしていくのかみん
なで話し合う」

• 企業なら100%以上でないとや
れない

• 公的には、運賃収入を社会的
便益に置き換えて考えなければ
ならない

• 費用負担は、便益の帰着先も
考慮して配分しなければならない
※「全部を地域」「全部を国」はお
かしいが、「全部をJR」もおかしい
し、だから衰退する
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国が丸抱えしてくれたら
ありがたいような気がするけど・・・実は・・・
20世紀はそうだった。
鉄道・乗合バス・タクシーは国の認可制
需給調整規制（参入退出規制）の下、
独占事業者が「内部補助」によって路線網維持
• 自治体・地域は要望か陳情、あるいは（事業者がやってくれず、事業者
の邪魔にならない場合のみ）自力で走らせるかしかできない

• 一方、地域が何もしなくてもそれなりに維持されるので、公共交通が
必要という認識や貢献への意欲が生まれない（モラルハザード）

→ その結果、地域公共交通が衰退したのではないか？
（これは、いまのJRローカル線も全く同じ状況）

→ いま、独占事業者の代わりに国が丸抱えしたら・・・
• 地域の細かなニーズが分からず、地域に合った便利な公共交通
サービスが提供されないのでは？

• ビジネス的な発想に欠け、赤字垂れ流しになるのでは？（高度成
長期ならいざ知らず、人口減少下でいったいだれが払うの？）
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既存の地方鉄道のトリアージが迫られる
-地域公共交通網の「幹線」を担えるか否か︖-
• クルマではマネできない速達性・定時性、そしておトク感をいか
に出すか？

→ 待たずに乗れ、専用軌道・レーンで信号待ち知らずの高速安定走行

→ クルマに対抗するためには、表定速度50km/h（都市内20km/h）、30分ヘッ
ド（都市内15分ヘッド）は必要

→ 郊外の無料P&R。集客施設・地区へ楽々アクセス。フィーダー交通（シェア
モビリティ含めて）との完全結節

→ 以上のために、駅の間引きと高機能化が必要になることも

※そういう鉄道線こそ、地域の基幹を担える

• そのようなテコ入れが不可能・無意味な路線をどうソフトラン
ディングさせ、便利にするか？（代替交通確保策）

→ 単純並行の『使えない』代替バスとしないためのソリューション創出のしく
みの活用

近年かなり整備された

実は、国鉄民営化の時期に多数行われた

自治体と鉄道事業者の協働が必須
→その場が「協議会」
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地域を持続可能とする公共交通再構築のための大事なお金を
わけがわかっていない人たちに溶かされないためにすべきこと
1. 自治体が地域公共交通を「主体的に支える」意識を持ち、行
動。交通機関を「とにかくあるべき」という目的としてでなく
「おでかけ確保に寄与する」手段としてとらえる

2. 乗合バスだけでなく鉄軌道やタクシーについても法定協議
会で統治(governance)し、地域住民・自治体・事業者の三位
一体を形成（しないところは論外）

3. 熟議と行動に基づき「適材適所」を生み出す「共創」を主体的
・能動的に行っている地域を、国が物心両面で支援する制度
の整備（主体的でない地域に手を回す必要<余裕>はない）

4. 鉄道など特定モードやIT・ビジネスモデルに固執せず、地域
公共交通システム全体が提供するサービスをどのように変
えていくべきかの適材適所と全体調和を導いてくれる地域
公共交通プロデューサーの参画（その前に育成）

「100回のヒョーロンより1回の行動」
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「JR関西本線（加茂以東）沿線地域公共交通
活性化協議会」＜京都府、相楽東部３町村＞
• 鉄道線を補完する広域バスが2017年10月運行
開始。駅前整備も着々

• 沿線のバス等も鉄道に合わせた見直しが進む
• JRの協力も得て、「駅再生プロジェクト」（地域によ
る駅の改善）も進捗
※設立6年を経て、意志疎通・意識共有が進む
※JRの積極的な参画がありがたい

残し活かす意味があって有効な方策が
行われる前提で、こういう能動的な取組を
国が一括で支援するしくみがあったらなあ・・・

（どこでも同様に支援されるなら、
モチベーションもイノベーションも起きない）
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こちらでご覧
いただけます
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そのために
何をしますか︖

そう、明日でなく
今日がスタートです︕
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百回の陳情より
一回の利用

誰かに助けてもらってとり
あえず残ったとしても、そ
れを活用して地域が活性化
しなければ意味はない
→将来もっと深刻な形で問
題が再燃する
→当事者意識が大事
「利用する気になる
ものをつくる！」

自分たちが必要と思うなら
、まず自分たちができるこ
とを一所懸命やる！
いいことができて結果が出
たら、全国に広める！全国
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地域公共交通の「あいうえお」
ありがたい（あることが難しい）

いきがいづくり（健幸）

うんてんいらず（安全安心）

えんのしたのちからもち（肝腎かなめ）

おでかけ、おもてなし（住んでよし、訪れてよし）
地域公共交通サービスによって

「おでかけ」がだれでも気兼ねなくでき、
地域で暮らすこと、地域を訪れることが楽しい

といえる地域であるように
地域自ら取り組みブランディングする
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URL: http://orient.genv.nagoya-u.ac.jp/kato/Jkato.htm
E-Mail: kato@genv.nagoya-u.ac.jp

加藤博和 検索

Nagoya Univ. Regional Strategy Lab.

民鉄協広報誌「みんてつ」
2017年秋号（Vol.63）
よろしければご覧ください

みなさん、ぜひ、地域公共交通を、そして地域を、

日本をよくするため、いまこそ決起しましょう！
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「人にも地球にもやさしい
“sustainable”かつ“resilient”な
交通・都市システムを実現する」

加藤博和
名古屋大学大学院環境学研究科
附属持続的共発展教育研究センター
臨床環境学コンサルティングファーム部門 教授

＜テーマ＞
交通政策が地球環境や都市環境に及ぼす影響の評価手法
脱炭素で巨大災害にも対応できる交通体系・都市構造
地域公共交通活性化・再生の方法論
地方創生を可能とする都市・地域経営のあり方
「臨床環境学」の創成

→ 固定観念にとらわれず新たなパラダイムを切り開き、
臆せず現場に出て、実際の世の中を変えることで、
閉塞した社会状況を打破する︕

※全国100近い市町村で公共交通政策をサポート
国土交通省の委員として様々な施策検討にかかわる

空間デザイン空間デザイン

交通システム交通システム

エネルギーシステムエネルギーシステム

建築システム建築システム

1970年、岐阜県多治見市生まれ

臨床環境学者
＝現場泥まみれ野郎
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